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I　はじめに

日本では 1970年代半ば以降，合計特殊出生率
が低下し続け，少子化現象が急速に進行してい
る。この主要因の 1つとして，女性の社会進出の
スピードに対して，社会の制度や環境の整備が遅
れていることが指摘されている。そのため，少子
化対策として重点がおかれているのは，女性にと
って仕事と育児の両立が可能となる環境を整える
ことである。しかし，こうした環境整備がなされ
れば，確実に女性の就業率と出生率は同時に上昇
するのだろうか？ 従来の研究では，女性の就業
率と出生率は負の関係にあることが，理論的には
Willis〔1973〕，実証的にはMincer〔1963〕や
Butz and Ward〔1979〕によって，証明されてき
た。ところが，OECDの国別データを用いた分
析では，1980年代半ばから，この 2変数は正の
関係にあることが指摘されている〔Ahn and 
Mira, 2002; Kögel, 2004〕1）。つまり，女性の就業
率と出生率の関係は，負の場合もあれば，正の場
合もあるといえる。本稿の目的は，この女性の就
業率と出生率との関係を決定している条件を理論
的に求めることにある。急速な少子化の進行と，
それに伴う労働力不足が予測される日本におい
て，この 2変数が同時に上昇する条件を求める本
稿の試みは重要である。
女性の就業と子どもの需要との関係についての
先駆的研究には，Mincer〔1963〕やWillis〔1973〕
などがある。これらでは，女性の就業と子ども数

との間に負の関係があることが証明されている。
Mincer〔1963〕 は，育児の機会費用として妻の賃
金に注目し，賃金の上昇により子どものコストが
増加すると考え，妻の賃金は出生率に対して負の
影響があることを実証している。さらに，女性の
就業率と子ども数との間に負の関係があることも
証明している。一方，Willis〔1973〕は，家計内
生産物の消費面と生産面とを統合した家計内にお
ける一般均衡システムを構築し，子どもの需要に
ついて理論的に分析している。この中で，他の家
計内生産物より子どもの生産は時間集約的である
と仮定することによって，妻の就業と子ども数と
の間に負の関係が成り立つことを指摘している。
さらに，女性の賃金率が子ども数に与える影響
は，その代替効果と所得効果の相対的大きさに依
存するため，不確定となるとしている。
さらに，近年の女性の就業と出生の同時決定モ

デルを用いた実証分析においても，女性の賃金率
は就業には正，出生には負の影響があることが示
されている〔Carliner et al., 1980; Ermisch, 1989; 
Di Tommaso, 1999〕。しかしながら，Carliner et 
al.〔1980〕 で は カ ナ ダ の 1971年，Ermisch
〔1989〕ではイギリスの 1980年のデータが使用さ
れており，1985年以前の結果である。一方，Di 
Tommaso〔1999〕では，イタリアの 1985年以降
のデータが使用されているが，イタリアは 1985
年以降も時系列でみて 2変数は明らかに負の相関
を示している国である〔Engelhardt et al.,2004〕。
したがって，以上のクロス・セクション分析にお
いて，賃金が 2変数に正の影響があると示される
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可能性は低いと考えられる。ただし，Ermisch
〔1989〕では，女性の賃金が上昇するに従って，
出生に与える負の影響は弱まり，賃金がある水準
を超えると，正の影響があることが示されてい
る。さらに，スウェーデンのように保育サービス
の価格水準が低い国では，時系列分析でも，女性
の賃金が就業と出生に正の影響を与えるという結
果が得られる可能性があると指摘されている。そ
のスウェーデンについては，女性の就業と出生の
同時決定の分析はないが，スウェーデンを含めス
カンジナビア諸国では，女性の賃金所得と出産確
率の間に正の相関があることが示されている
〔Andersson, 2000; Hoem, 2000; Vikat, 2004〕。
一方，理論分析においては，女性の賃金率が女
性の就業と出生の両方に正の影響があるケースを
導出する試みが行われている2）。Ermisch〔1989〕
は，外部の育児サービスを取り入れたモデルを用
いて分析し，女性の賃金が労働時間に与える影響
は不確定であるが，子ども数に与える影響につい
ては，女性の賃金が高いケース（あるいは，育児
サービスの価格が低いケース）では，負の影響が
弱まり，正の影響を与える可能性もあることを示
唆している。さらに，育児サービスの価格は子ど
も数に負の影響を与えるが，労働時間に与える影
響は不確定であると分析している3）。一方，坂爪
〔2003〕は，本稿と同様に，Becker〔1965〕の家
計内生産の理論を参考にしたモデルを用いて，女
性賃金の上昇や育児サービス価格の低下により女
性の労働時間と子ども数が同時に増加する条件を
導出している。しかし，モデルでは，育児サービ
スの量は女性の労働時間に依存すると仮定し，2
変数の間に特定の関係を与えている。そのため，
女性の賃金や育児サービスの価格の影響はこの 2
変数の関係に強く依存しており，導出された条件
は限定的である。加えて，条件に内生変数が含ま
れるという決定的な問題を抱えている。
本稿でも，Becker〔1965〕の家計内生産に関
するモデルを参考にして，女性の労働供給と子ど
もの需要に関する意思決定をモデル化し，2変数
の関係について分析する。しかし，本稿の分析
が，先行研究と異なるのは，変数間に特定の関係

を置かないモデルを用い，女性賃金の上昇や育児
サービス価格の低下により女性の労働時間と子ど
も数が同時に増加する条件が，内生変数を含まな
い形で導出されることである4）。この条件とは，
外部の育児サービスと女性の育児時間との代替可
能性が高いことである。ただし，上記の条件が満
たされている場合でも，育児サービスの価格が女
性の賃金と比較して極めて高いケースでは，労働
時間と子ども数が同時に増加しない可能性があ
る。
本稿は以下のように構成されている。まず II
では，女性の労働供給と子どもの需要に関する意
思決定をモデル化する。続いて IIIで，モデルを
用いて比較静学分析を行い，女性の労働時間と子
ども数が同時に増加する条件を導き出す。さらに
IVにおいて，日本でこの条件が満たされている
のか簡単に考察する。以上の分析にもとづき，最
後に，日本において必要と考えられる少子化対策
を述べる。

II　モデル

本節では，子どもを家計内生産物の 1つと考
え，女性の労働供給と子どもの需要に関する意思
決定をモデル化する。
まず，家計内生産物を子どもとそれ以外の家計
内生産物にわけ，家計の効用はこの 2変数に依存
すると仮定する。さらに，簡単化のため，子ども
以外の家計内生産物の生産には市場財のみが投入
されるとし，家計の効用関数は次のように与えら
れるとする。

 （1）　
（1）式について，Cは子ども数，xZは市場財，例
えば食事，住居，娯楽などを表している。ここで
は，簡単化のため，子どもについて，数のみを考
え，質は考えないことにする。なお，質を考慮す
る場合，後述する比較静学分析において，質に対
する所得弾力性が数に対する所得弾力性より大き
く，女性賃金の上昇による所得増加によって，質
は上昇するが数は減少する可能性を考える必要が
ある5）。しかし，日本を含め先進諸国では，夫の
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賃金所得は子ども数にプラスの影響があることが
実証されている〔Heckman and Walker, 1990；滋
野・松浦，1995；八代・小塩・井伊他，1997; 
Merrigan and St.−Pierre, 1998〕。そのため，質を
考慮しても，以下で分析される女性の賃金が子ど
も数に与える影響に関する定性的な結果に影響は
ないと考えられる。
ここでは簡単化のため，効用関数を，

 （2）　

とおく。次に，子どもの生産関数についても同様
に，

 （3）　

とおく6）。ここで，xCは子どもの生産に投入され
る市場財（以下では育児サービスと呼ぶ），tCは
子どもの生産に投入される女性の生活時間（以下
では育児時間と呼ぶ）を表している。なお，
（2）・（3）式の rと gについては，r＜1と g＜1
が成立している。このとき，家計の予算制約は次
のように与えられる。ただし，xZをニューメレ
ールとし，その価格 pZは 1とする。

 （4）　
ここで，pCは育児サービスの価格，lは女性の労
働時間，wfは女性の賃金率を表している7）。女性
の労働時間と育児時間については，

 （5）　
が成立している。Tは総時間を表しており，所与
とする。 このとき，（5）式より（3）式は，

 （6）　
と書き換えられる。
以上の仮定のもとで効用最大化問題を解くと，

lと xCと xZに関して以下の式が導出される（補
論参照）。

 （7）　
 （8）　
 （9）　

さらに，（7）式と（8）式を（6）式に代入する
ことにより，子どもの需要関数が求められる。

 （10）　

III　分析

本節では，女性の賃金率や育児サービスの価格
の変化によって，女性の労働時間と子ども数がど
のように変化するのか分析する。分析にあたり，
特に女性の労働時間と子ども数がともに増加する
ケースに注目する。

1　女性賃金の影響
まず，（7）式と（10）式を女性の賃金 wfにつ

いて微分すると，

 （11）　
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が導出される。
ここでは，上記の 2式（11）と（12）の符号が
プラスになるケース，つまり賃金の上昇によっ
て，女性の労働時間と子ども数がともに増加する
ケースに注目する。∂l/∂wf＞0と ∂C/∂wf＞0の両
方が成立するための条件は，

 （13）　

かつ

 （14）　

となる。
以下では，この条件を詳しく検討し，条件を満
たす gと rの範囲を求める。なお，gの値が大き
くなると，子どもの生産関数の代替の弾力性
(1/(1－g))が大きくなり，女性の育児時間と育児
サービスの代替可能性が高くなる。一方，rの値
が大きくなると，効用関数の代替の弾力性 (1/(1

－r))が大きくなり，子どもと他の家計内生産物
（市場財）の代替可能性が高くなる。
まず，wf＝2. 5，pC＝1. 5として，（13）式と

（14）式の条件を満たす gと rの範囲を求めると
図 1のようになる。図の最も色の薄い部分が
（13）式と（14）式の条件を満たす gと rの範囲
であり，この範囲内では ∂l/∂wf＞0と ∂C/∂wf＞0
が成立している。図について詳しく説明すると，
最も色の濃い部分は（14）式を満たしていない範
囲，次に色の濃い部分は（13）式を満たしていな
い範囲を示している。つまり，最も色の濃い部分
では ∂l/∂wf＞0と ∂C/∂wf＜0，次に色の濃い部分
では ∂l/∂wf＜0と ∂C/∂wf＞0が成立している。g
の値が小さい範囲では ∂l/∂wf＜0が成立し，rの
値が大きい範囲では ∂C/∂wf＜0が成立すること
については次のように考えられる。まず，gの値
が小さい範囲では，育児サービスと育児時間の代
替可能性が低いため，賃金が上昇しても育児時間
から育児サービスへの代替がスムーズに行われな
いことが，労働時間が減少する一因と考えられ
る8）。次に，rの値が大きい範囲では，子どもと
他の家計内生産物の代替可能性が高いため，賃金
の上昇によって育児時間のシャドウ・プライスが
上昇する場合，子どもから他の家計内生産物に代
替が行われることが，労働時間が増加し，子ども
数が減少する一因と考えられる9）。
さて話を戻すと，図 1から明らかなように，g
の値が大きいほど，つまり育児サービスと女性の
育児時間の代替可能性が高いほど，（13）式と
（14）式の条件は満たされ，∂l/∂wf＞0と ∂C/∂wf

＞0が成立する可能性は高くなる。
では，この条件を満たす範囲が，wfや pCの値
によってどのように変化するのかみていく。図に
最も大きな影響を与えるのは wf/pCの値である。
そのため，pCの値を一定として wfの値を上昇
（低下）させても，wfの値を一定として pCの値
を低下（上昇）させても，図の変化に大きな違い
はない。さらに，wfと pCの値にかかわらず wf/
pCの値が同じケースでは，条件を満たす範囲が
多少異なるものの，図に大きな違いはない。
以上より，ここでは図 1と同様に pC＝1. 5と

（12）　
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し，wfの値が変化するケースのみ考える。な
お，wfの値が上昇すると，図の条件を満たす範
囲は少しずつ拡大するが，大きな変化はみられな
いため，ここでは wfの値が低下する場合のみを
示す。

wfの値が大きく低下して wf＝0. 7になると，
図 2のようになる。図 2から明らかなように，条
件を満たす範囲は縮小する。第 1象限（図右上）
の最も色の濃い領域は，wfの値が低下し，wf /pC

の値が小さくなるに従って，拡大する。同様に，
第 4象限（図右下）の 2番目に色の濃い領域は，
wf＝1. 0で右端にも出現し，wfの値が低下し，
wf /pCの値が小さくなるに従って，拡大する。
この第 1象限と第 4象限の変化は次のように考
えられる。たとえ gの値が大きく，育児サービス
と育児時間の代替可能性が高い場合でも，女性の
賃金と比較して育児サービスの価格が非常に高い
ケースでは，賃金が上昇しても育児時間から育児
サービスへの代替がスムーズに行われず，育児サ
ービスはほとんど増加しない10）。そのため，rの
値が小さい範囲では ∂l/∂wf＜0が成立し，rの値
が大きい範囲では ∂C/∂wf＜0が成立する。
以上の分析は次のようにまとめられる。子ども

の生産において女性の育児時間と育児サービスの
代替可能性が高い場合，女性の賃金が上昇する
と，女性の労働時間と子ども数がともに増加する
可能性が高い。ただし，上記の条件が成立する場
合でも，育児サービスの価格が女性の賃金と比較
して極めて高いケースでは，労働時間と子ども数
が同時に増加しない可能性がある。

2　育児サービス価格の影響
次に，（7）式と（10）式を育児サービスの価格

pCについて微分すると，

　

図 1　wf＝2. 5　pC＝1. 5のケース 図 2　wf＝0. 7　pC＝1. 5のケース
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が導出される。（15）式と（16）式より，∂l/∂pC

＜0と ∂C/∂pC＜0の両方が成立する，つまり育児
サービス価格の低下によって，女性の労働時間と
子ども数がともに増加するための条件を求める
と，

 （17）　

が得られる。
以下では，（17）式の条件が満たされる gと r
の範囲を，先と同様に図で示してみる。wf＝
2. 5，pC＝1. 5として，（17）式の条件を満たす g
と rの範囲を求めると図 3のようになる。図の
色の薄い部分が（17）式の条件を満たす gと rの
範囲であり，この範囲内では ∂l/∂pC＜0と ∂C/∂
pC＜0が成立している。一方，色の濃い部分で
は，（17）式は満たされておらず，∂l/∂pC＞0と ∂
C/∂pC＜0が成立している。これは，gの値が小
さい範囲では，育児サービスと育児時間の代替可
能性が低いため，育児サービスの価格が低下して
も育児時間から育児サービスへの代替がスムーズ
に行われないことが，労働時間が減少する一因と
考えられる11）。
さて話を戻すと，図 3から明らかなように，g
の値が大きいほど，つまり育児サービスと女性の
育児時間の代替可能性が高いほど，（17）式の条
件は満たされ，∂l/∂pC＜0と ∂C/∂pC＜0が成立す
る可能性は高くなる。
この（17）式の条件を満たす色の薄い部分は，

pCの値が低下（上昇）するに従って，あるいは
wfの値が低下（上昇）するに従って，徐々に拡

（15）　

（16）　

図 3　wf＝2. 5　pC＝1. 5のケース



季刊・社会保障研究354 Vol. 44  No. 3

大（縮小）する。しかし，（17）式から明らかな
ように ∂l/∂pCの符号に最も影響を与えているの
は gと rの値である。pCと wfの値にかかわら
ず，g＞ 0かつ g＞rでは，∂l/∂pC＜0が成立し，g
＜0かつ g＜rでは，∂l/∂pC＞0が成立する。
以上の分析は次のようにまとめられる。子ども
の生産において女性の育児時間と育児サービスの
代替可能性が高い場合，育児サービスの価格が低
下すると，女性の労働時間と子ども数がともに増
加する可能性が高い。
最後に，育児サービスに量的制約があるケース
について簡単にふれておく。本稿のモデルでは，
暗黙に育児サービスの量的制約はないと仮定して
いる。しかし，現実的には，政府の規制等によっ
て民間企業の参入が妨げられ，育児サービスに量
的制約が存在するケースは少なくない。そのた
め，以下では，育児サービス xCに制約があり，
その上限を x̄Cとするケースについて，女性の賃
金と育児サービスの価格の影響に関する分析結果
を簡単に示す12）。（8）式で導出された xCが x̄Cを
上回っているとき，つまり xC＝x̄Cのときは，女
性の労働時間と子ども数がともに増加する可能性
はない13）。このとき，女性の賃金が上昇すると，
他の変数の値にかかわらず，rの値が小さく，子
どもと他の家計内生産物の代替可能性が低い場合
は，子ども数は増加するが，労働時間は減少す
る。対して，rの値が大きく，子どもと他の家計

内生産物の代替可能性が高い場合は，逆に労働時
間は増加するが，子ども数は減少する。一方，育
児サービスの価格が低下すると，子ども数は増加
するが，労働時間は減少する。

IV　日本における同時増加の条件に関する考察

本節では，必要な対策を明らかにするため，日
本について前節で導いた条件が成立しているのか
簡単に考察する。ちなみに，日本では，出産の意
思決定は就業選択に影響を与えるという逐次的な
同時決定モデルを用いて，就業し労働所得の高い
女性ほど出産確率が低く，賃金が高い女性ほど就
業確率が高いことが実証されている〔滋野・大
日，2001〕。この分析結果を踏まえると，日本で
は導出された条件が成立していない可能性が高い
といえる。以下では，育児サービスについて保育
サービスに焦点をあてる。なぜなら，育児の必要
性が高く，女性の育児時間と育児サービスとの代
替可能性が特に問題となるのは，子どもが乳幼児
のときと考えられるからである。

1�　女性の育児時間と保育サービスの代替可能
性：保育サービスの供給状況
初めに，保育サービスの供給状況をみる。保育

サービスの種類・内容が多様性に富み，サービス
の質の水準が高い場合，女性の育児時間と保育サ

図 4　3歳未満児の保育サービス利用率
出所）　 OECD 〔2001〕より作成。
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ービスの代替可能性は高いと考えられる。つま
り，保育サービスが充実している場合，女性の賃
金が上昇するか保育サービスの価格が低下する
と，サービス利用は増加し，女性の就業と出生が
促進される可能性が高い。そのため，まず保育サ
ービスの利用率を OECD諸国について比較して
みる14）。図 4から明らかなように，3歳未満児の
保育所利用率は他の OECD諸国と比較して日本
は低くなっている。日本の利用率が低い理由の 1
つに，量の不足が挙げられる。日本では，待機児
童の数は減少傾向にあるが，都市部において依然
多く，2006年時点で 19, 794人となっている。こ
の中で低年齢児の占める割合は 69. 0％となって
おり，0～2歳児の保育サービスが不足している
ことがわかる。さらに，サービスの内容・種類の
多様化は依然充分とはいえず，柔軟性も乏しい。
2004年時点において特別保育を実施している保
育所の割合は，延長保育 56. 8％，休日保育
3. 0％，夜間保育 1. 7％，病後児保育 14. 4％とな
っている〔厚生労働省，2005〕。最も充実してい
る延長保育でも，実施している保育所はほぼ半数
程度であり，他の保育についてはほとんど実施さ
れていないといってよい。預かり時間や場所の問
題で，保育サービスがあっても利用できない女性
も少なくない。現状では，多様化するニーズに対
応しておらず，働いている女性には利用しにくい

サービスであるといえる。加えて，サービスの質
についても，近年，保育所定員の弾力化や非常勤
保育士の導入が進んでおり，向上しているとはい
えない。
以上より，日本は，保育サービスが充実してお
らず，女性の育児時間と保育サービスの代替可能
性は低いと考えられる。その上，保育サービスに
量的制約が存在する可能性も高い。

2�　女性の賃金に対する保育サービス価格の水
準
次に，保育サービスの価格水準を女性の賃金水
準と比較する。まず，日本の保育サービス価格の
水準をみるため，生産労働者の平均総収入
（APW）に対する保育料（2～3歳児）の割合を
OECD諸国について比較してみる。図 5から明
らかなように，他の OECD諸国と比較して日本
は保育費の水準が高くなっている。ただし，保育
料の決定方法など保育サービスのシステムは国に
よって異なっており，保育料の比較はシステムが
似ている国と行う必要がある。そこで，以下で
は，公的保育サービスが充実し，保育料の決定方
法が日本と似ているスウェーデンを取り上げ，女
性の賃金に対する保育料の水準を比較してみる。
ちなみに，スウェーデンは，前出の Andersson
〔2000〕などの実証研究の結果から，導出された

図 5　生産労働者の平均総収入（APW）に対する保育料の割合

注）　認可保育施設の保育料。
出所）　Immervoll and Barber〔2005〕より一部抜粋。
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条件が成立している可能性が高い国の 1つと考え
られる。
ここでは，子育て期の女性（25～34歳）の収
入に対する保育料の割合を，フルタイムとパート
タイムにわけて比較する。なぜなら，日本では，
フルタイムとパートタイムの賃金格差が非常に大
きくなっているからである。2003年の女性の年
収は，フルタイム女性の場合，スウェーデンでは
22万 5千クローネ（中央値），日本では 25～29
歳で 337万 4千円（平均），30～34歳で 371万 7
千円（平均）となっている〔スウェーデン統計局
（SCB），内閣府，2004〕。一方，パートタイム女
性の場合，スウェーデンでは 15万 6千クロー
ネ，日本では 25～29歳で 129万 7千円，30～34
歳で 122万 3千円となっている〔内閣府，2004〕
15）。なお，ここでは，子ども 1人の年間保育料
を，スウェーデンは 2002年のマキシマム料金制
度から 1万 2千クローネ，日本は平均的世帯の保
育料から 36万円とする16）。このとき，女性の収
入に対する保育料の割合は，フルタイム女性の場
合，スウェーデンでは 5. 3％，日本では 25～29
歳で 10. 6％，30～34歳で 9. 7％となる。一方，
パートタイム女性の場合，スウェーデンでは
7. 7％，日本では 25～29歳で 27. 8％，30～34歳
で 29. 4％となる。日本は，スウェーデンと比較
すると，女性の収入に対して保育料が高くなって
いることがわかる。特に，パートタイム女性につ
いては，極めて高いといえる。
以上より，日本は，前節の条件を満たしていな
い可能性がある。つまり，女性の育児時間と育児
サービスの代替可能性は低く，かつ育児サービス
の価格が女性の賃金と比較して高い水準にある可
能性がある。この可能性は，低賃金のパートタイ
ム女性のケースではより高くなる。そのため，前
出の図で考えると，日本は図 1や図 3の第 2象限
（図左上）か第 3象限（図左下），さらにパートタ
イム女性のケースでは図 2の第 2象限か第 3象限
に位置している可能性が高い。加えて，育児サー
ビスに関して量的制約が存在する可能性も高い。
とすると，日本では，女性賃金の上昇や育児サー
ビス価格の低下により，女性の就業と出生が同時

に促進される可能性は極めて低いといえる。
したがって，日本では，前述の条件が成立する

ことが重要であり，そのための対策が必要と考え
られる。つまり，保育サービスについて，量的制
約を解消すると同時に，女性の育児時間との代替
可能性を高めるための対策を講じることが必要不
可欠である。加えて，女性の賃金に対する保育料
の水準についても検討する必要がある。現状のま
ま，たとえ保育サービスを充実させても，図 2の
第 1象限か第 4象限に位置することになり，女性
の労働時間と子ども数が同時に増加しない可能性
もある。最終節では，以上の考察を踏まえて，日
本において必要な少子化対策を述べる。

V　おわりに

本稿では，家計内生産に関するモデルを用い
て，女性の労働時間と子ども数との関係について
分析した。本稿のモデル分析からは以下のことが
明らかになった。女性賃金の上昇や育児サービス
価格の低下により，女性の労働時間と子ども数が
ともに増加する可能性が高いのは，育児サービス
に量的制約がなく，かつ女性の育児時間と育児サ
ービスの代替可能性が高いときである。ただし，
育児サービスの価格が女性の賃金と比較して非常
に高い水準にあるときは，女性の労働時間と子ど
も数が同時に増加しない可能性がある。以上の結
果と日本の現状を踏まえて，以下では日本におい
て必要と考えられる少子化対策を挙げる。
まず，保育サービスの充実が必要不可欠であ

る。日本では依然，保育サービスの供給が不充分
である。保育サービスの量的拡充のみならず，種
類や内容の多様化が必要となる。女性の働き方の
多様化に対応するため，特別保育などを充実させ
保育サービスの多様化を進めると同時に，預かり
時間や日数を利用者のニーズに応じて柔軟にして
いくことが重要である。それには，自治体の役割
が重要となるであろう。なぜなら，保育需要や保
育サービスの供給状況は，地域により大きく異な
っているからである。各自治体が保育所と連携
し，地域のニーズに応じた保育サービスが提供で
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きるような体制を整えることが急務である。
同時に，継続的な保育者の確保や保育者対子ど
もの割合の改善など，保育サービスの質を向上さ
せる対策を講じる必要がある。就業している母親
の子どもが，発達において専業の母親の子どもと
差がでないための条件は，保育の質と安定性の確
保，つまり信頼できる保育者と場が安定的に確保
されていることであるとする研究結果がある〔柏
木，2003〕。とすると，母親の育児時間と代替可
能性の高い保育サービスを提供するためには，継
続的な信頼できる保育者の確保が不可欠となる。
そのためには，質の高い常勤の保育士の配置を促
進させることが必要である。
加えて，保育サービスの価格を低下させるか，
あるいは女性の賃金を上昇させる対策が必要とな
る。日本では，保育サービスの価格が，女性の賃
金と比較して高い水準にある可能性が高い。特
に，パートタイムの女性の場合，極めて高くなっ
ている可能性がある。この一因として，保育料の
決定方法が考えられる。男女賃金格差が大きい日
本では，世帯所得に応じて保育料が決定される場
合，女性の賃金と比較して保育サービスの価格が
非常に高くなる可能性がある。そのため，保育料
の決定方法を変更することも考える必要がある。
保育料の負担方式については，現在の応能負担か
ら応益負担，さらには一律負担にすることが議論
されているが，保育料は女性の賃金や労働時間
（保育時間）に応じた水準に設定されるべきでは
ないか。
しかし，長期的な観点から考えると，重要なこ
とは女性の，特にパートタイム女性の賃金を引き
上げる対策ではないか。現在のパート女性の収入
を考えると，それに応じて保育料を設定する場
合，極めて低い水準となることも考えられる。こ
のような保育料の引き下げは，運営費（保育コス
ト）の財源確保の問題をより深刻化させる。さら
に，前述した保育サービスの充実には保育コスト
の上昇が伴い，その財源確保も必要となる状況で
は，保育料を引き下げることは極めて困難であろ
う。とすると，女性の賃金，特にパートタイム女
性の賃金を上昇させるための対策をとることが不

可欠となる。
最後に，本稿の残された課題を述べる。今後
は，本稿のモデルが適切かどうかを実際のデータ
を用いて確認する必要がある。前述したように，
女性の就業と出生の同時決定モデルを用いて，女
性の賃金が就業と出生に与える影響を実証した分
析はある。しかし，その影響と保育サービスとの
関係について分析したものはない。さらに，保育
サービスの価格の影響に関して，女性の就業と出
生の同時決定モデルを用いて分析した研究はな
い。そのため，本稿のモデルの妥当性を実証分析
によって検証していくことが必要であろう。

補論
（7）・（8）・（9）式は，ラグランジュ関数

を，l，xC，xZ，lについて偏微分してゼロとおく
ことによって得られる 1階の条件から以下のよう
に導出される。なお，2階の条件は成立してい
る。
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上記の変数について，0＜l＜ T，0＜xC，0＜xZ

が満たされている。
（平成 19年 10月投稿受理）
（平成 20年 7月採用決定）
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注
 1） 　加えて，Kögel〔2004〕では，時系列でみて
も，地中海諸国以外の国（例えば，スカンジナ
ビア諸国）において，負の有意性が失われてい
ることが示されている。さらに，Martinez and 
Iza〔2004〕では，アメリカにおいて，1980年
以降，2変数の相関は正に転じたことが示され
ている。

 2） 　動学的に，女性の就業と出生の同時決定モデ
ルを用いて分析した研究はほとんどない。その
中で，Martinez and Iza〔2004〕では，2変数が
ともに増加するケースが示されている。ただ
し，彼らのモデルでは，就業と出生の決定が行
われるのは初期のみとされ，外部の育児サービ
ス（育児時間）と女性の育児時間は完全代替的
であると仮定されている。分析の結果，スキル
プレミアの上昇により，女性の賃金に対して育
児サービスの価格が低下するため，育児サービ
スの利用が増え，女性の労働供給と子ども数が

増加するケースがあることが示されている。
 3） 　女性の就業と出生の同時決定モデルを用い
て，育児サービスの価格が女性の就業と子ども
数に与える影響について分析した実証研究はな
い。ただし，女性の就業に与える影響について
のみ分析した研究は多い。しかし，保育サービ
スのシステムの違いにより，分析結果は国によ
って異なっており，そのサーベイは Del Boca 
and Vuri〔2007〕を参照。

 4） 　本稿と同様に，家計内生産モデルを用いる坂
爪〔2008〕では，労働時間短縮（時短制度導
入）の効果を分析するため，本稿と異なり，女
性の就業状態を時短制度を利用して就業する，
利用せずに就業する，就業しないの 3ケースに
わけ設定している。さらに，家計の効用は対数
関数の形で与えられている。以上のモデルを用
いて，労働時間の短縮と保育サービス価格の低
下が女性の就業選択と子ども数に与える影響を
分析し，2対策の効果をその関係性を踏まえ明
らかにしている。その結果，保育サービス価格
の低下によって，女性の就業と出生がともに促
進される可能性があることがいえた。本稿で
は，労働時間を内生変数とすることにより，就
業選択でなく労働時間への影響が分析される。
さらに，効用を CES関数の形で与えることによ
って，対数関数より同時増加の条件に関して一
般的な含意が導出される。

 5） 　所得が子どもの数と質に与える影響に関する
理論的分析は Becker and Lewis〔1974〕を参照。

 6） 　なお，子どもの生産関数が規模に関して収穫
逓増の場合では，本稿の規模に関して収穫一定
の場合と比較すると，xCと tCを増やす（減ら
す）と，それ以上に Cが増える（減る）ため，
効用関数が CES関数の場合，xCや tCの増加分
（減少分）を減らし，xZや lに配分する分を増や
す（減らす）可能性がある。しかし，収穫逓増
の程度がさほど大きくない限り，以下で分析さ
れる女性賃金と育児サービス価格が女性の労働
時間と子ども数に与える影響に関する定性的な
結果に影響はないと考えられる。

 7） 　簡単化のため，男性の労働所得と生活時間を
表す変数は省略している。

 8） 　この範囲では，rの値が小さく，子どもと他
の家計内生産物の代替可能性が低いため，育児
時間は増え，子ども数は増加する。

 9） 　この範囲では，gの値が小さく，育児サービ
スと育児時間の代替可能性が低いため，子ども
のコストの上昇が大きく，その結果，子ども数
は減少する。

10） 　このケースでは，gの値が大きいほど，つま
り育児サービスと育児時間の代替可能性が高い
ほど，子どもの生産に投入される育児サービス
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の量は減少する。
11） 　第 1象限の ∂l/∂pC＞0が成立する範囲につい
ては，次のように考えられる。（17）式より明
らかなように，この範囲では，r＞gが成立して
いる。そのため，育児サービス価格の低下は，
育児時間から育児サービスへの代替より，他の
家計内生産物から子どもへの代替のほうにより
大きな影響を与える。従って，この範囲では，
育児サービスの価格が低下すると，育児時間が
増加し，労働時間は減少すると考えられる。

12） xC＝x̄Cのケースについて，効用最大化問題を
解くと，xZについては，

lについては，

が導出される。
　さらに，1階の条件を wfと pCについて偏微
分し，クラメルの公式を用いることによって，
それぞれ以下の式が導出される。

∂l/∂wfの符号は (rwf l－pC x̄C)の符号に依存す
る。(rwf l－pC x̄C)は，r≤0では，他の変数の値
にかかわらず，必ずマイナスになり，rの値が
大きいときはプラス，小さいときはマイナスに
なる。
　また，Cを wfと pCについて微分すると，

が得られる。∂C/∂wf の符号は ∂l/∂wf の符号に
依存し，∂l/∂wf＞0ではマイナス，∂l/∂wf＜0で
はプラスになる。

13） 　ただし，図 2のように育児サービスの価格が
女性の賃金と比較して極めて高いケースでは，
（8）式の xCの値は非常に小さく，xC＜x̄Cが成
立する可能性が高い。

14） 　もちろん利用率の水準は保育サービスの充実

度だけでなく他の要因にも依存している。図 4
を例にとると，スウェーデンやフィンランドの
ように，育児休業や養育手当の制度が充実して
いるため，子どもが 1～2歳に達するまで育児
に専念する親が多く，それを含む 3歳未満児で
みると利用率が低くなっているケースがある。

15） 　スウェーデンのパートタイム女性の年収は，
パートタイム女性の賃金がフルタイム女性の賃
金を 100とするとき 92. 3となり〔OECD，
1999〕，かつ復職後にパートタイムで働く女性
のうち，フルタイムの 75％以上働く女性が
60％以上を占めることから〔内閣府他，
2005〕，15万 6千クローネとする。なお，この
場合，年間保育料を 9千クローネ（保育時間を
3/4）とすると，収入に対する保育料の割合は
5. 8％となる。

16） 　公立（認可）保育所の保育料は，スウェーデ
ンでは家計の所得や保育時間に，日本では世帯
の所得や子どもの年齢に応じて設定されている
が，2か国とも，その水準は地域によって異な
り，地域間や所得間の格差は大きくなってい
る。そのため，本稿では，保育料を，スウェー
デンについては，2002年のマキシマム料金制度
（1ヶ月の保育料の上限額を，第 1子は 1, 260ク
ローネ，第 2子は 840クローネ，第 3子は 420
クローネとする）より，1ヶ月 1千クローネと
設定する。一方，日本については，約 60％の
世帯が属している第 4・5・6階層のうち，第 5
階層の 1ヶ月の保育料（3歳児未満では 2万円
から 4万 5千円，3歳児以上では 2万円から 3
万円の範囲でおおよそ設定）より，1ヶ月 3万
円と設定する。なお，図 5では，保育料を基準
の最高額（日本：8万円，スウェーデン：1, 140
クローネ）に設定している。
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